
平成3 1年度

札幌市木造住宅耐震化補助制度のご案内

の費用を

耐震改修工事 100
万円

補助します！

耐震設計

耐震診断

耐震設計

耐震改修工事

耐震診断が 無料 で受けられます！

【お問合わせ・お申し込み】

札幌市都市局建築指導部建築安全推進課

電話 011-211-2867

〒060-8611 札幌市中央区北１条西２丁目 札幌市役所本庁舎２階

HPアドレス http://www.city.sapporo.jp/toshi/k-shido/taishin/index.html

木造住宅の地震に対する安全性を高め、災害に強いまちづくりを進めるために
木造住宅の耐震化に対する取組みを支援します。

さっぽろ市
02-M03-18-2761
30-2-1672
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●上部構造評点とは

上部構造評点（評点）とは、住宅の耐震性を数値で表したものです。
震度6～7程度の大きな地震が発生した場合に、住宅が倒壊するかど
うか判定されます。評点1.0未満と診断されたものは耐震改修をおす
すめします。なお、昭和56年以前の住宅は、評点0.7未満と診断され
ることがほとんどです。

耐震診断

震度7 震度7 震度7震度7

1.5 1.0 0.7

倒壊しない 一応倒壊しない
倒壊する
可能性がある

倒壊する
可能性が高い

評点 件数

1.0以上 0

0.9以上1.0未満 0

0.8以上0.9未満 0

0.7以上0.8未満 1

0.6以上0.7未満 2

0.5以上0.6未満 5

0.4以上0.5未満 19

0.3以上0.4未満 66

0.2以上0.3未満 194

0.1以上0.2未満 188

0.0以上0.1未満 31

■平成29度, 平成30年度の実績

評点

●耐震診断の流れ

0.27

●STEP1 現地調査 ●STEP2 プログラムに入力

●STEP3 報告書作成

診断員が現地調
査の情報をプロ
グラムに入力し
ます。

診断員が報告書を作
成します。診断結果
は上部構造評点で表
されます。

※現地調査では住宅の中も見させていただきます。

※屋根裏や床下も見ることがあります。

・どのような建材が使用されているか。

■調査項目

・柱、筋交いなどがあるか。

・劣化しているところがないか。

●耐震診断のスケジュール

1期

2期

3期

4 月 5 月 6 月

7 月 8 月 9 月

1 0 月 1 1 月 1 2 月

申込期間
書類審査

診断員選定
現地調査 結果報告
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※札幌市に登録している耐震診断員が現地調査に伺い
ます。

派遣決定



●申し込み期間

第1期 2019年4月1日（月）～2019年4月19日（金）

第2期 2019年7月1日（月）～2019年7月19日（金）

第3期 2019年10月1日（火）～2019年10月18日（金）

※予定を超える申し込みがあった場合は抽選とさせていただく場合があります。

●申し込み方法
■STEP1 まずは申請要件を確認しましょう

■STEP2 申請書に必要事項を記入

■STEP3 窓口または郵送で申込

申請書類の準備ができたら、下記窓口へ直接申請するか、郵送で申し込んでください

【郵送の場合】

【窓口に提出の場合】

札幌市役所本庁舎2階の8番窓口に必要書類を提出

〒060-8611
札幌市中央区北1条西2丁目
札幌市都市局建築指導部建築安全推進課 支援事業担当

所在地：札幌市中央区北1条西2丁目

P9の「申請書の書き方」を参考にして、本パンフレットに付属している申請書に必要事項を記入し
てください。
また、共同住宅や長屋、貸家など申請者以外に入居者がいる場合は、入居者の合意がわかる申出書
を添付してください。

※申請書は本市のホームページからもダウンロードできます。

※入居者の合意がわかる申出書は本市のホームページより参考様式をダウンロードすることができます。

URL（http://www.city.sapporo.jp/toshi/k-shido/taishin/mokuzou-shindan-haken.html）

確認欄 申請者の要件

補助対象の住宅を所有している

確認欄 対象住宅の要件

札幌市内にある木造の戸建住宅、長屋、共同住宅である
※一部木造以外の構造を有するものはご相談ください

昭和56年5月31日以前に建築された住宅である

在来軸組工法で建てられた住宅である
※在来軸組工法とは、柱や梁などを組み合わせて骨組みをつくり、家を建てる工法のこと
※ツーバイフォーやパネル工法などは対象となりません

地上階数が3以下で、木造部分の階数が2以下である

建物の半分以上を住宅として利用している
※住宅以外の用途がある場合は、その部分が住宅の半分以下のものに限ります

過去に本事業による派遣や補助制度を用いて耐震診断を実施していない

札幌市ホームページ 「札幌市 無料耐震診断」で検索 札幌市 無料耐震診断 検索

耐震診断
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2019年4月1日（月）～2019年9月30日（月）

耐震設計・耐震改修工事

●耐震改修工事について

・ ・ ・・ ・

・・

・

・

・

・

・

・ ・ ・・ ・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

筋交いや構造用合板を設置し
壁を補強する

基礎を補強・補修する

接合部に適切な金物を設ける

腐った部材を取り替える

●申し込み期間

確認欄 申請者の要件

補助対象の住宅を所有している

市税を滞納していない

確認欄 対象住宅の要件

札幌市内にある木造の戸建住宅、長屋、共同住宅である
※一部木造以外の構造を有するものはご相談ください

昭和56年5月31日以前に建築された住宅である

在来軸組工法で建てられた住宅である
※在来軸組工法とは、柱や梁などを組み合わせて骨組みをつくり、家を建てる工法のこと
※ツーバイフォーやパネル工法などは対象となりません

地上階数が3以下で、木造部分の階数が2以下である

建物の半分以上を住宅として利用している
※住宅以外の用途がある場合は、その部分が住宅の半分以下のものに限ります

過去に本事業による補助制度を用いて同種の事業を実施していない

建築基準法に違反がない

耐震診断の結果、上部構造評点（→P1）が1.0未満であると診断されている

確認欄 設計者・工事監理者の要件

札幌市に登録している木造住宅耐震診断員が設計し、工事監理をすること

●申し込み要件
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◆無料相談窓口

北海道建築士事務所協会札幌支部では、耐震改修の

方法や建築士の選定等の相談ができます。

（電話で日程調整の上ご相談ください。）

場 所：札幌市中央区大通西5丁目大五ビル6階

電話番号：011-232-2424

※補助制度に関するご相談は

●補助対象となる事業と補助限度額
補助対象となる事業と改修方法の組合せで補助率と補助限度額が決まります。

パッケージ型

旧制度型（耐震改修工事のみ）

通常型

段階改修型

補助対象事業 改修方法

通常型
段階改修型

1段階目改修 2段階目改修

パッケージ型

【補助率】
8/10

【補助限度額】
100万円

→手続きはP5の★1

【補助率】
8/10

【補助限度額】
60万円

→手続きはP5の★1

【補助率】
8/10

【補助限度額】
40万円

→手続きはP7の★3

旧制度型

【補助率】
1/3

【補助限度額】
80万円

→手続きはP7の★2

【補助率】
1/3

【補助限度額】
40万円

→手続きはP7の★2

【補助率】
1/3

【補助限度額】
40万円

→手続きはP7の★3

設計と工事を一括して補助

工事のみを補助

1.0未満 1.0以上

評点を一度に1.0以上へ上げる工事

0.7未満 1.0以上0.7以上

1段階目改修 2段階目改修

まず評点を0.7以上とし、最終的に1.0以上へ上げる工事

◆住宅エコリフォーム補助制度

住宅の断熱化などの省エネルギー改修や、段差の

解消などのバリアフリー改修に対して、その費用

の一部（最大50万円まで）を補助します。

耐震化補助制度と住宅エコリフォーム補助制度は

併用して申請が可能です。ただし、工事個所が明

確に区分できる場合に限ります。

【お問い合わせ先】

※既に設計を実施したものが対象

※耐震改修工事に要する費用で計算します。

どちらかを選択

どちらかを選択

補助率・補助限度額表

耐震設計・耐震改修工事
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札幌市都市局
市街地整備部住宅課（011-211-2807）

札幌市都市局

建築指導部建築安全推進課（011-211-2867）



必ず交付決定通知の後に契約してく
ださい。

交付決定通知書

設計精査

中間検査

完了検査

額確定通知書

●パッケージ型の手続きの流れ（段階改修を含む）

工事できな
くなった

補助金変更申請

交付決定通知書

額確定通知書

設計完了報告

設計確認通知書

診断の結果、評点が1.0未満

設計着手

委託契約

請負契約

工事着手
必ず設計確認通知の後に契約・着手
してください。

札幌市が指定する第三者機関の精
査を受けてください。段階改修の
場合は評点1.0以上のものの精査も
受けてください。

補助金申請

A

札幌市へ必要書類を提出してくだ
さい。必要書類はP6のDをご覧く
ださい。

札幌市へ必要書類を提出してくだ
さい。必要書類はP6のCをご覧く
ださい。

札幌市へ必要書類を提出してくだ
さい。必要書類はP6のBをご覧く
ださい。

札幌市へ必要書類を提出してくだ
さい。必要書類はP6のAをご覧く
ださい。

設計確認報告

B

工事完了報告

C

補助金請求

D

約

1

週

間

約

2

週

間

約

1

週

間

補助金請求

約

2

週

間

約

1

週

間

赤塗りのところは札幌
市へ書類を提出してく
ださい

朱色のところは札幌市
が指定する第三者機関
の精査や検査を受けて
ください

灰色のところは札幌市
から通知書が送付され
ます

まずは耐震診断を受けましょう。
耐震診断員派遣制度については
P1～2をご覧ください。

期限 2019年9月30日（月）

札幌市が指定する第三者機関の検
査を受けてください。中間検査は
補強箇所が目視できる時期に検査
を受けてください。

目安 2020年3月17日（火）まで

期限 2020年3月31日（火）

★1

耐震設計のみの補助

補助率 補助限度額

2/3

戸建住宅
10万円

共同住宅・長屋
20万円

耐震設計・耐震改修工事
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●パッケージ型の場合の必要書類（段階改修を含む）

A 補助金交付申請（写しと記載のないものは原本を提出） 【期限】2019年9月30日（月）

1 補助金交付申請書【様式1-1】 ・札幌市ホームページに様式があります。

2
個人申請者：住民票
法人申請者：法人の登記事項証明書

・住民票は各区役所で取得できます。
・登記事項証明書は各法務局で取得できます。
・発行から３か月以内のものを提出してください。

3 納税証明書（指名願）

・札幌市役所本庁舎2階の「税の窓口」ほか各市税事務所で取得
できます。

・必ず窓口で「指名願」の取得を申し出てください。
・申請年度に取得したものを提出してください。

4 建物の登記事項証明書
・各法務局で取得できます。
・発行から３か月以内のものを提出してください。

5 検査済証の写し
・本市または指定確認検査機関の証明書でも可。
・書類がない場合はご相談ください。

6 申請者以外の合意がある旨の申出書
・共同住宅、長屋、貸家等の場合に提出してください。
・札幌市ホームページに参考様式があります。

7
耐震設計の見積書の写し
耐震改修工事の概算見積書の写し

・工事の見積書は耐震改修工事費の概算が分かるもので可。

8
耐震診断結果報告書の写し
耐震診断精査確認報告書の写し

・本市の事業を利用して耐震診断を行ったものは省略可。

B 設計確認報告（写しと記載のないものは原本を提出）

1 耐震設計確認報告書【様式9】 ・札幌市ホームページに様式があります。

2
耐震設計計算書
耐震設計精査確認報告書の写し

・段階改修の場合は評点が0.7以上のもの、1.0以上のもの両方
必要です。

3
付近見取図、配置図、平面図、基礎伏図、耐
震設計図、耐震改修工事に関する仕様書

・段階改修の場合は評点0.7以上のものを提出してください。
（評点1.0以上のものは2段階目改修時に提出）

4 耐震改修工事の見積書の写し（詳細なもの）

・補助対象と補助対象外が分かるようにしてください。
・金物等の一式計上は避けてください。
・段階改修の場合は評点0.7以上のものを提出してください。
（評点1.0以上のものは2段階目改修時に提出）

5 建設業の許可証の写し

C 完了報告（写しと記載のないものは原本を提出） 【目安】2020年3月17日（火）

1 耐震改修工事等完了報告書【様式11】 ・札幌市ホームページに様式があります。

2 耐震設計及び耐震改修工事の契約書の写し

3 耐震設計及び耐震改修工事の領収書の写し

4 工事写真 ・工事前、施工中、完了時の状況が分かるものが必要です。

5 中間・完了検査確認書の写し

D 補助金請求（写しと記載のないものは原本を提出） 【期限】2020年3月31日（火）

1 補助金請求書【様式13】 ・札幌市ホームページに様式があります。

2 通帳の写し ・口座や名義がわかるもの

【 税 の 窓 口 】 - - - - - - - - - -

札幌市役所本庁舎2階 北側

所在地：中央区北1条西2丁目

【 書 類 の 提 出 先 】 - - - - - - - -

札幌市建築安全推進課 支援事業担当

所在地：中央区北1条西2丁目

札幌市役所本庁舎2階 東側

【 書類のダウンロード】 - - - - - - - - - - - - - - - -

札幌市ホームページ

http://www.city.sapporo.jp/toshi/
k-shido/taishin/mokuzou.html

耐震設計・耐震改修工事
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パッケージ型で1段階目改修を行っ
たものも対象となります。

交付決定通知書

中間検査

完了検査

額確定通知書

●旧制度型の手続きの流れ（段階改修を含む）

評点が1.0未満

耐震改修

請負契約

工事着手

請負契約

工事着手

申請書類提出

A1

耐震設計済み

評点が0.7以上1.0未満

2段階目改修

申請書類提出

A1

工事完了報告

C1

工事完了報告

C1

補助金請求

D1

補助金請求

D1

約

1

週

間

約

2

週

間

約

1

週

間

約

2

週

間

1段階目改修済み

評点0.7以上

必ず設計確認通知の後に契約・着手
してください。

札幌市へ必要書類を提出してくだ
さい。必要書類はP8のD1をご覧
ください。

札幌市へ必要書類を提出してくだ
さい。必要書類はP8のC1をご覧
ください。

札幌市へ必要書類を提出してくだ
さい。必要書類はP8のA1をご覧
ください。

札幌市が指定する第三者機関の検査
を受けてください。中間検査は補強
箇所が目視できる時期に検査を受け
てください。

目安 2020年3月17日（火）まで

期限 2020年3月31日（火）

2019年9月30日（月）まで

中間検査

完了検査

本市の補助制度を利用せずに耐震設計
を行ったものは、札幌市が指定する第
三者機関の精査を受けてください。

★2 ★3

交付決定通知書

額確定通知書

耐震設計・耐震改修工事

赤塗りのところは札幌
市へ書類を提出してく
ださい

朱色のところは札幌市
が指定する第三者機関
の精査や検査を受けて
ください

灰色のところは札幌市
から通知書が送付され
ます

- 7 -



●旧制度型の場合の必要書類（段階改修を含む）

A1 補助金交付申請（写しと記載のないものは原本を提出） 【期限】2019年9月30日（月）

1 補助金交付申請書【様式1-2】 ・札幌市ホームページに様式があります。

2
個人申請者：住民票
法人申請者：法人の登記事項証明書

・住民票は各区役所で取得できます。
・登記事項証明書は各法務局で取得できます。
・発行から３か月以内のものを提出してください。

3 納税証明書（指名願）

・札幌市役所本庁舎2階の「税の窓口」ほか各市税事務所で取得
できます。

・必ず窓口で「指名願」の取得を申し出てください。
・申請年度に取得したものを提出してください。

4 建物の登記事項証明書
・各法務局で取得できます。
・発行から３か月以内のものを提出してください。

5 検査済証の写し
・本市または指定確認検査機関の証明書でも可。
・書類がない場合はご相談ください。

6 申請者以外の合意がある旨の申出書
・共同住宅、長屋、貸家等の場合に提出してください。
・札幌市ホームページに参考様式があります。

7
耐震診断結果報告書の写し
耐震診断精査確認報告書の写し

・本市の事業を利用して耐震診断を行ったものは省略可。
・2段階目改修の場合は必要なし。

8
耐震設計計算書
耐震設計精査確認報告書の写し

・1段階目改修の場合は評点が0.7以上のものと1.0以上のものを
提出。

・2段階目改修の場合は必要なし。

9
付近見取図、配置図、平面図、基礎伏図、耐
震設計図、耐震改修工事に関する仕様書

・1段階目改修の場合は評点0.7以上のものを提出。
・2段階目改修の場合は必要なし。

10
耐震改修工事の見積書の写し
（詳細なもの）

・補助対象と補助対象外が分かるようにしてください。
・金物等の一式計上は避けてください。
・1段階目改修の場合は評点0.7以上のものを提出。
・2段階目改修の場合は評点1.0以上のものを提出。

11 建設業の許可証の写し

C1 完了報告（写しと記載のないものは原本を提出） 【目安】2020年3月17日（火）

1 耐震改修工事等完了報告書【様式11】 ・札幌市ホームページに様式があります。

2 耐震改修工事の契約書の写し

3 耐震改修工事の領収書の写し

4 工事写真 ・工事前、施工中、完了時の状況が分かるものが必要です。

5 中間・完了検査確認書の写し

D1 補助金請求（写しと記載のないものは原本を提出） 【期限】2020年3月31日（火）

1 補助金請求書【様式13】 ・札幌市ホームページに様式があります。

2 通帳の写し ・口座や名義がわかるもの

【 各 区 役 所 】 - - - - - - - - - - - - - - - - -

・中央区役所 中央区南3条西11丁目330番地2

・北区役所 北区北24条西6丁目1-1

・東区役所 東区北11条東7丁目1-1

・白石区役所 白石区南郷通1丁目南8-1

・厚別区役所 厚別区厚別中央1条5丁目3-2

・豊平区役所 豊平区平岸6条10丁目1-1

・清田区役所 清田区平岡1条1丁目2-1

・南区役所 南区真駒内幸町2丁目2-1

・西区役所 西区琴似2条7丁目1-1

・手稲区役所 手稲区前田1条11丁目1-10

庁舎名 管轄区域 所在地

札幌法務局（本局） 中央区 北区北8条西2丁目1-1

南出張所 豊平区、南区、清田区 豊平区平岸1条22丁目2-25

北出張所 北区、東区 北区北31条西7丁目1-1

西出張所 西区、手稲区 西区発寒4条1丁目1-1

白石出張所 白石区、厚別区 白石区本通1丁目北4-2

【 各 法 務 局 】 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

耐震設計・耐震改修工事

- 8 -



●申請書の書き方

（記入例1）

（記入例2）

（申請書は巻末にあります）

様式 1（第 6条関係） 

札幌市木造住宅耐震診断員派遣事業 

派遣申請書 

 
（あて先）札幌市長                        平成 31 年 4月 1 日 

捨 印 申請者（建物所有者） 

○印  

住  所 〒060－8611 

札幌市中央区北 1条西 2丁目○－○ 

（ふりがな） 

氏  名 
たいしん  たろう 

○印  耐震 太郎 

加入  字、削除  字 電話番号 011-211-2867 携帯 090-○○-×× 

木造住宅耐震診断員の派遣を受けたいので、下記のとおり申請します。この申請書類の記載

事項は、事実に相違ありません。 

耐震診断員との

連絡や現地調査

の際に立ち合う

ことのできる人 

■申請者と同じ（申請者と異なる場合は下記に記入してください） 

住  所 〒   － 

（ふりがな） 

氏  名 
 

電話番号  携帯 

申請者との関係 □親族 □借主 □その他（        ） 

札幌市暴力団の

排除の推進に関

する条例に基づ

く誓約 

■下記の内容に承諾します 

私（申請者）は、札幌市木造住宅耐震診断員派遣事業実施要綱に基づく耐震

診断員派遣申請にあたり、札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成

25 年条例第 6号）第 2 条第 2号に規定する暴力団員及び同条例第 7 条第 1

項に規定する暴力団関係事業者に該当しない者であるとともに、今後、これ

らの者とならないことを誓約します。また、上記の誓約の内容を確認するた

め、札幌市が他の官公署に照会を行うことについて承諾します。 

裏 面 に も 記 入 欄 が あ り ま す。 

札
幌
市
使
用
欄 

受 付 受付番号（      ） 決 裁 欄 

 
□派遣要綱に適合 

別案のとおり適合通知書を送付

してよろしいか。 

課 長 係 長 起案者 

   

□派遣要綱に不適合 

別案のとおり派遣に関する通知

書を送付してよろしいか。 

必ず所有者の住所・

氏名を記載してく

ださい。 

この欄には記入しないでください 

対 象 住 宅 に つ い て 

住宅の住所 

（住居表示） 
札幌市 中央 区 北 1 条西 2丁目○－○ 

建築年次 ■昭和 56年 5月 31 日以前に建築された住宅である。 

（おおよその建築年月：昭和 49年 10 月） 

利用形態 
□戸建住宅 

■共同住宅・長屋（  4  戸）←部屋の数を記入してください 

構 造 

■木造の軸組工法（在来工法）で建築された住宅である 

※軸組工法とは柱、梁、筋交いなどで骨組みをつくり、家を建てる工法のこと 

 ツーバイフォーや壁式工法のものは対象となりません。 

階 数 

□平屋建 

■2階建 

□3階建（ただし、木造部分が 2階建以下である） 

用 途 

□住宅以外の用途はない 

■住宅以外の用途はあるが、延べ面積の 1/2 以上は住宅である 

（住宅以外の用途：  事務所      ） 

そ の 他 確 認 事 項 

希望診断員 

■希望する診断員はいません 

□下記の診断員を希望します 

登録番号：（第      号） 

診断員名：（           ） 

※希望する場合は、必ず耐震診断員の合意を得てください。 

図面の有無 
■なし 

□あり（※簡易な図面しかない場合は”なし”にチェックしてください。） 

入居者等の合意 

□合意が必要な入居者はいません 

■入居者の合意がある旨の申出書を添付しました 

※共同住宅、長屋、貸家等で入居者がいる場合は必ず入居者の合意がある旨の申出

書を添付してください。 

過去の制度の 

利用について 

■過去に本市の補助制度または派遣制度を用いて耐震診断を実施して

いません。 

備 考 

連絡調整やご自宅の状況など、留意してほしいことがあれば記載してください。 

連絡は携帯にかけてほしい 

現地調査は土日を希望 

 

 

 

備考 この様式により難いときは、これに準じて別の様式を用いることができる。 

様式 1（第 6条関係） 

 

札幌市木造住宅耐震診断員派遣申請書 
 

（あて先）札幌市長                        平成 31 年 4月 1 日 

捨 印 申請者（建物所有者） 

○印  

住  所 〒100－0006 

東京都千代田区有楽町 2丁目 10-1 

（ふりがな） 

氏  名 
たいしん  はなこ 

○印  耐震 花子 

加入  字、削除  字 電話番号 011-211-2867 携帯 090-○○-×× 

木造住宅耐震診断員の派遣を受けたいので、下記のとおり申請します。この申請書類の記載

事項は、事実に相違ありません。 

耐震診断員との

連絡や現地調査

の際に立ち合う

ことのできる人 

□申請者と同じ（申請者と異なる場合は下記に記入してください） 

住  所 〒060－8611 

札幌市中央区北 1条西 2丁目○－○ 

（ふりがな） 

氏  名 
さっぽろ じろう 

札幌 次郎 

電話番号  携帯 080-○○-×× 

申請者との関係 □親族 ■借主 □その他（        ） 

札幌市暴力団の

排除の推進に関

する条例に基づ

く誓約 

■下記の内容に承諾します 

私（申請者）は、札幌市木造住宅耐震診断員派遣事業実施要綱に基づく耐震

診断員派遣申請にあたり、札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成

25 年条例第 6号）第 2 条第 2号に規定する暴力団員及び同条例第 7 条第 1

項に規定する暴力団関係事業者に該当しない者であるとともに、今後、これ

らの者とならないことを誓約します。また、上記の誓約の内容を確認するた

め、札幌市が他の官公署に照会を行うことについて承諾します。 

裏 面 に も 記 入 欄 が あ り ま す。 

札
幌
市
使
用
欄 

受 付 受付番号（      ） 決 裁 欄 

 
□派遣要綱に適合 

別案のとおり適合通知書を送付

してよろしいか。 

課 長 係 長 起案者 

   

□派遣要綱に不適合 

別案のとおり派遣に関する通知

書を送付してよろしいか。 

所有者以外の方が

連絡調整や現地調

査の立会人になる

場合は記入してく

ださい 

必ず所有者の住所・

氏名を記載してく

ださい 

この欄には記入しないでください 

対 象 住 宅 に つ い て 

住宅の住所 

（住居表示） 
札幌市 中央 区 北 1 条西 2丁目○－○ 

建築年次 ■昭和 56年 5月 31 日以前に建築された住宅である。 

（おおよその建築年月：昭和 52年 9 月） 

利用形態 
■戸建住宅 

□共同住宅・長屋（      戸） 

構 造 

■木造の軸組工法（在来工法）で建築された住宅である 

※軸組工法とは柱、梁、筋交いなどで骨組みをつくり、家を建てる工法のこと 

 ツーバイフォーや壁式工法のものは対象となりません。 

階 数 

□平屋建 

□2階建 

■3階建（ただし、木造部分が 2階建以下である） 

用 途 

■住宅以外の用途はない 

□住宅以外の用途はあるが、延べ面積の 1/2 以上は住宅である 

（住宅以外の用途：         ） 

そ の 他 確 認 事 項 

希望診断員 

□希望する診断員はいません 

■下記の診断員を希望します 

登録番号：（第   000   号） 

診断員名：（ 市役所 一郎     ） 

※希望する場合は、必ず耐震診断員の合意を得てください。 

図面の有無 
■なし 

□あり（※簡易な図面しかない場合は”なし”にチェックしてください。） 

入居者等の合意 

□合意が必要な入居者はいません 

■入居者の合意がある旨の申出書を添付しました 

※共同住宅、長屋、貸家等で入居者がいる場合は必ず入居者の合意がある旨の申出

書を添付してください。 

過去の制度の 

利用について 

■過去に本市の補助制度または派遣制度を用いて耐震診断を実施して

いません。 

備 考 

連絡調整やご自宅の状況など、留意してほしいことがあれば記載してください。 

連絡や現地調査の立ち合い等は借主である札幌次郎が行います。 

また、そのことに所有者の了解を得ています。 

知らない番号には出ないので留守電にメッセージを残してほしい。 

 

 

備考 この様式により難いときは、これに準じて別の様式を用いることができる。 - 9 -



様式 1（第 6条関係） 

札幌市木造住宅耐震診断員派遣事業  

派遣申請書 

 
（あて先）札幌市長                           年  月  日 

捨 印 申請者（建物所有者） 

 住  所 〒   － 

 

（ふりがな） 

氏  名 
 

印  

加入  字、削除  字 電話番号  携帯 

木造住宅耐震診断員の派遣を受けたいので、下記のとおり申請します。この申請書類の記載

事項は、事実に相違ありません。 

耐震診断員との

連絡や現地調査

の際に立ち合う

ことのできる人 

□申請者と同じ（申請者と異なる場合は下記に記入してください） 

住  所 〒   － 

 

（ふりがな） 

氏  名 
 

 

電話番号  携帯 

申請者との関係 □親族 □借主 □その他（        ） 

札幌市暴力団の

排除の推進に関

する条例に基づ

く誓約 

□下記の内容に承諾します 

私（申請者）は、札幌市木造住宅耐震診断員派遣事業実施要綱に基づく耐震

診断員派遣申請にあたり、札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成

25 年条例第 6号）第 2 条第 2号に規定する暴力団員及び同条例第 7 条第 1

項に規定する暴力団関係事業者に該当しない者であるとともに、今後、これ

らの者とならないことを誓約します。また、上記の誓約の内容を確認するた

め、札幌市が他の官公署に照会を行うことについて承諾します。 

裏 面 に も 記 入 欄 が あ り ま す。 

札
幌
市
使
用
欄 

受 付 受付番号（      ） 決 裁 欄 

 
□派遣要綱に適合 

別案のとおり適合通知書を送付

してよろしいか。 

課 長 係 長 起案者 

   

□派遣要綱に不適合 

別案のとおり派遣に関する通知

書を送付してよろしいか。 



対 象 住 宅 に つ い て 

住宅の住所 

（住居表示） 
札幌市 区 

 

建築年次 □昭和 56年 5月 31 日以前に建築された住宅である。 

（おおよその建築年月：昭和   年   月） 

利用形態 
□戸建住宅 

□共同住宅・長屋（     戸） 

構 造 

□木造の軸組工法（在来工法）で建築された住宅である 

※軸組工法とは柱、梁、筋交いなどで骨組みをつくり、家を建てる工法のこと 

 ツーバイフォーや壁式工法のものは対象となりません。 

階 数 

□平屋建 

□2階建 

□3階建（ただし、木造部分が 2階建以下である） 

用 途 

□住宅以外の用途はない 

□住宅以外の用途はあるが、延べ面積の 1/2 以上は住宅である 

（住宅以外の用途：           ） 

そ の 他 確 認 事 項 

希望診断員 

□希望する診断員はいません 

□下記の診断員を希望します 

登録番号：（第      号） 

診断員名：（           ） 

※希望する場合は、必ず耐震診断員の合意を得てください。 

図面の有無 
□なし 

□あり（※簡易な図面しかない場合は”なし”にチェックしてください。） 

入居者等の合意 

□合意が必要な入居者はいません 

□入居者の合意がある旨の申出書を添付しました 

※共同住宅、長屋、貸家等で入居者がいる場合は必ず入居者の合意がある旨の申出

書を添付してください。 

過去の制度の 

利用について 

□過去に本市の補助制度または派遣制度を用いて耐震診断を実施して

いません。 

備 考 

連絡調整やご自宅の状況など、留意してほしいことがあれば記載してください。 

 

 

 

 

 

備考 この様式により難いときは、これに準じて別の様式を用いることができる。 


